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（１）令和２年度協会けんぽ決算について

１

協会けんぽの決算

健康保険法第７条の２８第２項

協会は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その他厚生労
働省令で定める書類及びこれらの付属明細書を作成し、これに当該事業年度の事業報告書及び決算報告
書を添え、監事及び会計監査人の意見を付けて、決算完結後２月以内（７月末）に厚生労働大臣に提出し、
その承認を受けなければならない。

協会定款第２１条

理事長は、毎事業年度の決算について、あらかじめ運営委員会の議を経なければならない。

協会定款第３１条

支部長は、毎事業年度の決算のうち、当該支部に係る事項について、評議員の意見を聴くものとする。

令和２年度決算に伴う予定

７月 ２日（金） 報道関係に対して協会けんぽ決算公表

７月２１日（水） 長野支部評議会（７月９日～２１日の間において全国支部で評議会を開催）

７月２７日（火） 本部運営委員会にて審議及び承認（予定）

７月末日 厚生労働大臣に提出後に承認（予定）



（２）協会けんぽ決算全体像

２

加入者 加入者 加入者 加入者 加入者

事業所

任意継続加入者

③年金特別会計業務勘定
（業務勘定繰入）※適用・徴収経費

３３１億円

年金特別会計健康勘定

⑤元年度未交付分：３０３億円
（令和２年度に交付）

⑥２年度未交付分：１１７億円
（令和3年度に交付予定）

①保険料：９３，９１７億円

国

⑧保険料：７０１億円

②雑収入
（前年度の業務勘定繰入剰余金等）

３６億円

④過誤納保険料等
３５億円

日本年金機構

３３１億円

令和２年度運営交付金

［全国健康保険協会］

（収入） （支出）
保険料等交付金 ９３，７７４億円 保険給付費 ６１，８７０億円
任継保険料 ７０１億円 拠出金等 ３６，６２２億円
国庫補助金等 １２，７３９億円 業務・一般管理費 １，７７８億円
その他 ２５６億円 その他 ８３１億円
合計 １０７，４７１億円 合計 １０１，１０１億円

協
会
決
算

国
の
会
計
ベ
ー
ス
収
支

令和２年度保険料等交付金
９３，７７４億円

［（①＋②）－（③＋④）＋⑤－⑥］

※端数処理のため、計数が整合しないことがある。国の決算により、今後数値が変更される場合がある。

保険料率設定
の基準指標



（３）令和２年度決算見込み（国の会計ベース収支）

［単位：億円］

令和元年度 令和２年度

決算 （前年度比）
令和元年12月

（料率設定時見込み）
令和２年12月
（直近試算）

決算（案） （前年度比）

収
入

保険料収入
＜伸び率＞

９５，９３９ （＋４，５１０）
＜＋４．９％＞

９９，３８９ ９４，４３２ ９４，６１８ （▲１，３２１）
＜▲１．４％＞

国庫補助等 １２，１１３ （＋２６３） １２，６６９ １２，７１９ １２，７３９ （＋６２６）

その他 ６４５ （＋４６２） ２９０ ２８５ ２９３ （▲３５２）

計
＜伸び率＞

１０８，６９７
（＋5,235）

＜＋５．１％＞

１１２，３４８ １０７，４３７
１０７，６５０

（▲１，０４７）
＜▲１．０％＞

支
出

保険給付費
＜伸び率＞

６３，６６８ （＋３，６５３）
＜＋６．１％＞

６７，２６１ ６２，１７５ ６１，８７０ （▲１，７９９）
＜▲２．８％＞

医療給付費 ［５７，６９３］ （＋３，２６０） － － ［５５，７４０］ （▲１，９５３）

現金給付費 ［５，９７５］ （＋３９３） － － ［６，１３０］ （＋１５５）

拠出金等
＜伸び率＞

３６，２４６
（＋１，２５４）

＜＋３．６％＞

３６，３４８ ３６，６２３
３６，６２２

（＋３７６）
＜＋１．０％＞

前期高齢者納付金 ［１５，２４６］ （▲２２） １５，３０７ １５，３０２ ［１５，３０２］ （＋５６）

後期高齢者支援金 ［２０，９９９］ （＋１，４８３） ２１，０４０ ２１，３２０ ［２１，３２０］ （＋３２１）

退職者給付拠出金 ［２］ （▲２０６） １ １ ［１］ （▲１）

その他 ３，３８３ （＋８７８） ３，２９５ ３，４３０ ２，９７４ （▲４０９）

計
＜伸び率＞

１０３，２９８ （＋５，７８５）
＜＋５．９％＞

１０６，９０３ １０２，２２７ １０１，４６７ （▲１，８３１）
＜▲１．８％＞

単年度収支差 ５，３９９ （▲５５０） ５，４４５ ５，２０９ ６，１８３ （＋７８４）

準備金残高 ３３，９２０ （＋５，３９９） ３９，０４２ ３９，１２９ ４０，１０３ （＋６，１８３）

保険料率 １０．０％ （±０．０％） １０．０％ （±０．０％）

注）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。また、数値については今後の国の決算の状況により変動しうる。

３



（４）協会けんぽの決算推移（国の会計ベース収支）

４



（５）主要計数の推移

５

◇賃金の動向

○ 保険料収入の基礎となる賃金（標準報酬月額）は、リーマンショック（2008年秋）による景気の落込みから2009～2011年度にかけて大きく落ち込んだが、2012年度には底を打って、そ
の後上昇に転じた。2018年度には、標準報酬月額は28.8万円と、リーマンショック前の水準（28.5万円）を上回り、伸び率は+1.2%と、2008年度以降で最も高い伸びとなった。
（2016年度の標準報酬月額の伸びは1.1%となっているが、これは制度改正（標準報酬月額の上限引上げ）の影響があり、その影響を除いた2016年度の伸びは+0.6%となる。）

○ 2020年度は、8月までは対前年同月比の標準報酬月額の伸びはプラスで推移していたものの、コロナの影響による経済状況の悪化等によって、9月の定時決定後の前年同月比の伸
びはマイナスで推移したため、2019年度と同水準（▲0.0％）となった

◇医療費の動向

○ 1人当たりの医療給付費（保険給付費の9割を占める）の伸び率は、2008～2010年度までは+2%後半～+3%半ばで推移したのち、2011年度以降は鈍化して、2014年度までの伸びは+1%
後半～+2%前半にとどまっていた。

○ しかしながら、2015年度に高額な薬剤が新たに保険医薬品として収載されたことから、2014年度までの傾向から一転して、+4.4%と高い伸びとなった。また、翌年度（2016年度）には、診
療報酬のマイナス改定（▲1.31%）や2015年度の高い伸びの反動等から、伸び率は+1.1%と急激に鈍化した。

○ 2019年度の1人当たりの医療給付費の伸び率は、+3.2％と比較的高い伸びとなったが、一転して、2020年度の1人当たり医療給付費の伸びは、コロナの影響による加入者の医療機関
への受診動向等の変化の影響等により、▲3.5%となった。2020年度の医療給付費の対前年同月比の伸び率の推移をみると、1回目の緊急事態宣言が発出されていた4、5月に大きく低
下した後、徐々に2019年度の水準まで戻りつつあり、急激な落ち込みは一時的なものとなっている。

◇加入者数などの動向

○ 被保険者数の推移は、2010年度以降、緩やかな増加傾向が続いていたが、2015年度以降は日本年金機構の適用促進対策の取組もあり、2017年度には被保険者数+3.9%、加入者数
+2.5%と高い伸びとなった。

○ しかしながら、近年、保険料収入を増加させていた被保険者数の伸びについては、2017年度（9月）をピークに鈍化傾向が続いており、2020年度は、被保険者数+0.9％、加入者数
+0.1％となった。（2019年度は、大規模健康保険組合の解散による一時的な影響によって、被保険者数+4.4％、加入者数+2.7％となったが、解散の影響を除くと、それぞれ+2.3%、+1.1%
となる。）



（６）令和２年度協会けんぽ単体での決算概要（介護含む）

６

［単位：億円］

予算① 決算②

（a）＋（b）

差額
②－①

備考

医療分（a） 介護分（b）

収
入

保険料等交付金 １０９，７７１ １０４，１１４ ９３，７７４ １０，３３９ ▲５，６５７
総報酬が予算時の見込を下回っ
たことによる保険料収入の減

任意継続被保険者保険料 ６９２ ７４８ ７０１ ４７ ５５ 被保険者数が見込を上回ったこと
による保険料収入の増

国庫補助金等 １２，６６９ １２，７３９ １２，７３９ － ７０
新型コロナウイルス感染症に係る
診療報酬上の特例的な対応に伴う
追加交付による増

その他 ２５５ ２５６ ２５６ － １

計 １２３，３８７ １１７，８５７ １０７，４７１ １０，３８６ ▲５，５３０

支
出

保険給付費 ６７，２６１ ６１，８７０ ６１，８７０ － ▲５，３９１ 加入者一人当たり医療給付費が
見込を下回ったことによる減

拠出金等 ３６，３４８ ３６，６２２ ３６，６２２ － ２７５

介護納付金 １０，４６３ １０，３０３ － １０，３０３ ▲１６０ 第2号被保険者の総報酬が予算時
の見込を下回ったことによる減

業務経費・一般管理費 ２，２２７ １，７７８ １，７７８ － ▲４４９
健診受診者数が見込みを下回っ
たことによる減等

その他 ６９９ ８５２ ８３１ ２１ １５３
令和元年度保険給付費等補助金
の精算額確定に伴う増

累積収支への繰入 ６，３９０ － － － ▲６，３９０

計 １２３，３８７ １１１，４２５ １０１，１０１ １０，３２４ ▲１１，９６２

収支差 ０ ６，４３２ ６，３７０ ６２ ６，４３２

※「協会決算」における医療分（a）の収支差（6,370億円）と「協会会計と国の特別会計との合算ベース」における収支差（6,183億円）との差異（187億円）は、国に保
留されている未交付分保険料によるものである。具体的には、令和元年度末時点で未交付となっていた303億円が令和２年度に交付された一方で、
令和２年度末時点で未交付となった117億円が令和３年度の交付となることによるもの。但し、これらの未交付分は保険料率の算定には影響しない。

※端数処理のため、計数が整合しない場合がある。



（７）単年度収支差と準備金残高の推移

７

協会けんぽは、各年度末において保険給付費や高齢者拠出金等の支払いに必要な額の1ケ月分を準備金（法定準備金）として、積み立て
なければならないとされている（健康保険法第１６０条の２）



（８）協会けんぽの保険財政の傾向

８

近年、医療費（１人当たり保険給付費）の伸びが賃金（１人当たり標準報酬）の伸びを上回り、協会けんぽの保険財政は赤字構造

（※１）数値は平成20年度を「１」とした場合の指数で表示したもの。
（※2 ）▲1.31％は、平成28年度の改定率▲0.84％に薬価の市場拡大算定特例の実施等も含めた実質的な改定率。
(※3 ）消費税率10％への引き上げに伴い令和元年１０月より改定



（９）協会けんぽの被保険者数の動向（令和２年度）

９

被保険者数の対前年同月比の伸びは特に令和２年４月から鈍化している。業態別でみると特に「機械器具製造業」、「その他の運輸業」、
「飲食店」、「宿泊業」、「職業紹介・労働者派遣業」の対前年同月比の減少が大きい（令和３年３月末）。
※「その他の運輸業」は、鉄道業、道路旅客運輸業、水運業、航空運輸業、倉庫業等が含まれる。



（１０）協会けんぽの平均標準報酬月額の動向（令和２年度）

１０

標準報酬月額について、例年９月に増加するのが最近の傾向であるが、今年度は横ばいで推移している。
業態別にみると、特に「その他の運輸業」、「宿泊業」、「飲食店」の対前年同月比の落ち込みが大きい（令和３年３月末）。



（１１）協会けんぽの加入者一人当たり医療給付費と対前年同月比伸び率の推移

１１

加入者一人当たり医療給付費の対前年同月比は４月・５月に大きく低下したが、その後、徐々に令和元年度の水準まで戻りつつある。



（１２）協会けんぽの医療費の動向（令和２年度） （2020年3月から2021年2月診療分まで）

１２

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、全国的に加入者１人当たり医療費の対前年同期比はマイナスである。
年齢階級別にみると年齢階級「０～９歳」の被扶養者の減少が顕著であり、これがマイナスに寄与している。



（１３）協会けんぽの医療費の動向（令和２年度） （疾病分類別）

１３

疾病分類別にみると疾病「呼吸器系の疾患」が、加入者１人当たり医療費の対前年同期比の減少に大きく寄与している。



（１４）長野支部収支実績見込み

１４

令和４年度（来年度）保険料率への影響 ▲０．０３％（０．０３％引き上がる要因）

［単位：百万円／％］
長野支部 全国計

解説 計算方法
当初計画 実績 前年比 当初比 実績 前年比 当初比

収
入

保険料収入 155,338 143,384 97.7 92.3 9,461,784 98.6 95.2 ・一般保険料、任意継続保険料収入 ・支部保険料率×支部総報酬額

その他収入 464 274 33.1 59.1 20,689 38.5 71.9 － －

その他収入（債権回収以外） 235 117 18.0 49.8 7,489 18.1 51.4 ・貸付返済金収入、運用収入、雑収入 ・全国計の総報酬按分

その他収入（債権回収） 229 157 89.7 68.6 13,200 106.2 92.9 ・債権回収額 ・支部ごとの実績額

計 155,801 143,658 97.3 92.2 9,482,473 98.3 95.1 － －

支
出

医療給付費 82,738 73,946 94.1 89.4 4,755,777 94.5 90.8 ・保険給付費（現物）「国庫補助等控除」 ・支部ごとの実費

年齢調整額 ▲ 925 ▲ 1,045 100.7 113.0 0 － － ・全国平均の年齢階級別給付費に調整
・平均給付費から標準給付費を
減算

所得調整額 ▲ 3,080 ▲ 3,443 109.2 111.8 0 － － ・全国平均の総報酬案分給付費に調整
・支部総報酬案分給付費から平
均給付費を減算

現金給付費等 7,179 7,022 101.0 97.8 449,569 102.1 100.9 ・保険給付費（現金）「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分

前期高齢者納付金等 55,114 53,900 99.9 97.8 3,450,847 100.9 100.9 ・拠出金等（国庫補助等控除） ・全国計の総報酬按分

業務経費 2,652 2,065 96.1 77.9 132,217 97.1 80.3 ・協会事業運営費用「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分

一般管理費 797 573 83.5 71.9 36,692 84.5 74.2 ・協会事業運営費用「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分

その他支出 1,723 610 111.1 35.4 39,065 112.2 36.5 ・貸付金、返還金、雑収入 ・全国計の総報酬按分

平成30年度収支差の精算 864 864 211.2 100.0 - － － ・省令に基づく２年度前の精算額
・収支見込額と収支確定額との差
額

インセンティブ ▲ 33 ▲ 33 - 100.0 0 - 100.0 ・全国一律の加算額から支部実績に応じて減算 ・平成30年度の実績による

計 147,028 134,458 96.2 91.5 8,864,168 97.3 94.1 － －

収
支
差

収支差（実績） 8,773 9,200 117.9 104.9 618,305 114.5 113.6 ・令和２年度の実際の計算に基づく収支差 ・前述

収支差（総報酬按分） 8,773 9,657 113.3 110.1 618,305 － － ・全国計収支差に占める長野支部の収支差 ・全国計の総報酬按分

地域差精算分 - ▲ 458 64.0 － 0 － － ・令和3年度都道府県保険料率の算定時に精算
・収支差（実績）と収支差（総報酬
按分）との差異



（１５）収支差について

１５

収支差

収支差は、「見込み」と「実績」の乖離によって生じるものであって、その収支差（差額）は、翌々年度の保険料率算
定時に清算します。令和２年度の収支見込みは、平成30年度の各種実績を踏まえて策定しましたが、策定した収支
見込みと実際の収支に発生したかい離を清算するものです。

全国平均分

適用した保険料率の全国平均（10.00％）が、実績から算出した全国の均衡保険料率に比べて高くなった場合
は剰余金（低くなった場合は不足金）が発生します。令和２年度決算では、全国で６，１８３億円の剰余金となる
見込みです。この金額を各支部の総報酬で按分したものが、本来あるべき各支部の収支となります。

地域差分

令和２年度の加入者1人あたり医療給付費等の実際の数値で算出したものです。
（実績の全国平均との差－料率算定時の全国平均との差）

○令和２年度の都道府県単位保険料率は、２年度前（平成30年度）の医療給付費、加入者数及び総報酬額の実績に基づいて算定していま
すが、支部の加入者1人当たり医療給付費の実績が全国平均より高かったとすると、その高いことを前提として当該年度の医療給付費が見
込まれ、保険料率が計算されます。
○決算において、長野支部の加入者1人当たり医療給付費が想定どおりであれば、地域差分はゼロになります。しかし、その高さが料率算
定時の高さより想定を超えてさらに高ければ、医療費が見込みより多く使われたのでマイナスになります。

令和２年度における地域差分の収支差は、翌々年度の令和４年度の都道府県単位保険料率の算定時に精算する
ことになります。この時に、地域差分の収支差がマイナス（保険料率策定時の医療給付費見込みよりも実際の医療
給付費が多くなった場合）であれば令和４年度の料率は上がります。


